
◎重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律 
（令和三年六月二三日法律第八四号）   

一、 提案理由（令和三年五月一九日・衆議院内閣委員会） 

○小此木国務大臣 よろしくお願いします。 

 ただいま議題となりました重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の

調査及び利用の規制等に関する法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概要を

御説明いたします。 

 この法律案は、近年、我が国を取り巻く安全保障をめぐる環境が不確実性を増してい

る状況に鑑み、我が国の安全保障等に寄与することを目的として、防衛関係施設、海上

保安庁の施設等の周辺並びに国境離島及びその周辺の有人離島の区域内にある土地等の

利用状況を調査するとともに、当該土地等がこれらの機能を阻害する行為の用に供され

ることを防止するための措置について定めるものであります。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、政府は、重要施設の施設機能及び国境離島等の離島機能を阻害する土地等の

利用の防止に関する基本的な方針を定めることとしております。 

 第二に、内閣総理大臣は、重要施設の敷地の周囲おおむね一千メートルの区域内及び

国境離島等の区域内の区域で、その区域内にある土地等が当該重要施設又は当該国境離

島等の機能を阻害する行為の用に供されることを特に防止する必要があるものを、注視

区域として指定することができることとし、注視区域内にある土地等の利用の状況につ

いての調査を行うこととしております。 

 第三に、内閣総理大臣は、注視区域内にある土地等の利用者が当該土地等を重要施設

又は国境離島等の機能を阻害する行為の用に供し、又は供する明らかなおそれがあると

認めるときに、当該利用者に対し、当該土地等を当該行為の用に供しないこと等を勧告

するとともに、正当な理由がなくてその勧告に係る措置を取らなかったときは、当該措

置を取るべきことを命令することができることとしております。 

 第四に、内閣総理大臣は、注視区域に係る重要施設又は国境離島等について、その機

能が特に重要であり、又はその機能を阻害することが容易であって、他の重要施設又は

国境離島等による代替が困難である場合には、当該注視区域を、特別注視区域として指

定することができることとし、特別注視区域内にある一定面積以上の土地等について、

所有権等の移転等をする契約を締結する場合には、原則として、その当事者があらかじ

め内閣総理大臣に届け出なければならないこととしております。 

 第五に、内閣府に、土地等利用状況審議会を設置することとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律案の施行期日は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年三月

を超えない範囲内で政令で定める日としております。 



 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要であります。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

二、衆議院内閣委員長報告（令和三年六月一日） 

○木原誠二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、我が国の安全保障等に寄与するため、重要施設の敷地の周囲おおむね千メー

トル及び国境離島等の区域を注視区域として指定することができることとし、注視区域

内にある土地等の利用状況について調査を行うとともに、注視区域に係る重要施設又は

国境離島等の機能が特に重要である場合等には、当該注視区域を、特別注視区域として

指定することができることとし、特別注視区域内にある一定面積以上の土地等の売買契

約等を締結する場合には、原則として、あらかじめ届け出なければならないこととする

等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る五月十一日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本委

員会に付託されました。 

 本委員会においては、十九日小此木国務大臣から趣旨の説明を聴取した後、二十一日

から質疑に入り、二十八日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、本案に対し、国民民主党・無所属クラブから修正案が提出され、趣旨の

説明を聴取いたしました。 

 次いで、原案及び修正案を一括して討論を行い、順次採決いたしましたところ、修正

案は賛成少数をもって否決され、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年五月二八日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なき

を期すべきである。 

一 注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、あらかじめ当該区域に属する地方

公共団体の意見を聴取する旨を基本方針において定めること。 

二 基本方針の決定並びに注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、当該決定及

びそれらの指定の後、速やかに国会に報告すること。 

三 本法における「機能を阻害する行為」については、基本方針においてその類型を例

示しつつ、明確かつ具体的に定めること。その際、本法の目的と無関係な行為を対象

としないこと。 

四 本法第二条に基づき「生活関連施設」を政令で定めるに当たっては、本法の目的を

逸脱しないようにするとともに、その対象を限定的に列挙すること。 



五 本法の規定による措置を実施するに当たっては、思想、信教、集会、結社、表現及

び学問の自由並びに勤労者の団結し、及び団体行動をする権利その他日本国憲法の保

障する国民の自由と権利を不当に制限することのないよう留意すること。 

六 本法第四条第二項第二号の「経済的社会的観点から留意すべき事項」を具体的に明

示すること。その際、本条における市街地の位置付けを明確にすること。 

七 本法第四条第二項第三号の「注視区域内にある土地等の利用の状況等についての調

査に関する基本的な事項」を定めるに当たっては、調査対象となる者、調査方法、調

査項目等を具体的に明示すること。 

八 本法第六条に基づく土地等利用状況調査を行うに当たっては、本法の目的外の情報

収集は行わないこと。また、収集した個人情報について、目的外利用となる他の行政

機関への提供は慎むとともに、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に則

った情報管理を徹底し、情報漏洩防止等のセキュリティ対策に万全を期すこと。 

九 本法第八条に基づく報告又は資料の提出の求めについては、基本方針において運用

の考え方を具体的に明示すること。また、同条の対象となる「利用者その他の関係

者」についても、基本方針において具体的に例示すること。 

十 本法第九条に基づく勧告及び命令については、基本方針において、その対象となり

得る行為を例示するとともに、運用基準を具体的に明示すること。また、勧告及び命

令の実施状況を毎年度、国会を含め、国民に公表すること。 

十一 土地等利用状況審議会の委員及び専門委員の任命に当たっては、重要施設及び国

境離島等が全国各地に所在していることに鑑み、多様な主体の参画を図ること。 

十二 本法第二十一条第一項に基づく情報の提供については、その要件を基本方針にお

いて具体的に明示すること。その際、本法の目的の範囲を逸脱しないよう留意するこ

と。 

十三 本法第二十六条に基づく罰則の適用については、限定的なものとすること。また、

本法第二十七条に基づく罰則の適用に当たっては、思想信条の自由、表現の自由、プ

ライバシーの権利等を侵害することのないよう、十分配慮すること。 

十四 本法第九条の勧告及び命令に従わない場合には、重要施設等の機能を阻害する行

為を中止させることが困難であることに鑑み、本法の実効性を担保する観点から、収

用を含め、更なる措置の在り方について、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

十五 我が国の安全保障の観点から、水源地や農地等資源や国土の保全にとって重要な

区域に関する調査及び規制の在り方について、本法や関係法令の執行状況、安全保障

を巡る内外の情勢などを見極めた上で、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

十六 注視区域及び特別注視区域の対象に、重要施設の敷地内の民有地を加えることに

ついて、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

三、参議院内閣委員長報告（令和三年六月一六日） 

○森屋宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審査



の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国を取り巻く安全保障環境の変化を踏まえ、重要施設の周辺の区域

内及び国境離島等の区域内にある土地等が重要施設又は国境離島等の機能を阻害する行

為の用に供されることを防止するため、基本方針の策定、注視区域及び特別注視区域の

指定、注視区域内にある土地等の利用状況の調査、当該土地等の利用の規制、特別注視

区域内にある土地等に係る契約の届出等の措置について定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、外交防衛委員会との連合審査会を行ったほか、参考人から意

見を聴取いたしました。 

 委員会における主な質疑の内容は、本法律案の意義及び立法事実、区域指定の対象と

して想定される重要施設及び国境離島等、区域指定に関し留意すべき経済的社会的観点、

重要施設及び国境離島等の機能を阻害する行為の例及びその例示の在り方、土地等利用

状況調査の対象範囲、本法律案により国民の権利を過度に制約する懸念等でありますが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民の木戸口理事より反対、日

本維新の会の高木委員より賛成、日本共産党の田村委員より反対、国民民主党・新緑風

会の矢田理事より賛成の旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定をい

たしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年六月一五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、あらかじめ当該区域に属する住民

の実情に知悉する地方公共団体の意見を聴取する旨を基本方針において定めること。 

二 基本方針の決定並びに注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、当該決定及

びそれらの指定の後、速やかに国会に報告すること。 

三 本法における「機能を阻害する行為」については、基本方針においてその類型を例

示しつつ、明確かつ具体的に定めること。その際、本法の目的と無関係な行為を対象

としないこと。 

四 本法第二条に基づき「生活関連施設」を政令で定めるに当たっては、本法の目的を

逸脱しないようにするとともに、その対象を限定的に列挙すること。 

五 本法の規定による措置を実施するに当たっては、思想、信教、集会、結社、表現及

び学問の自由並びに勤労者の団結し、及び団体行動をする権利その他日本国憲法の保

障する国民の自由と権利を不当に制限することのないよう留意すること。 

六 本法第四条第二項第二号の「経済的社会的観点から留意すべき事項」を具体的に明

示すること。その際、本条における市街地の位置付けを明確にすること。 



七 本法第四条第二項第三号の「注視区域内にある土地等の利用の状況等についての調

査に関する基本的な事項」を定めるに当たっては、調査対象となる者、調査方法、調

査項目等を具体的に明示すること。 

八 本法第六条に基づく土地等利用状況調査を行うに当たっては、本法の目的外の情報

収集は行わないこと。また、収集した個人情報について、目的外利用となる他の行政

機関への提供は制限するとともに、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

に則った情報管理を徹底し、情報漏洩防止等のセキュリティ対策に万全を期すこと。 

九 本法第八条に基づく報告又は資料の提出の求めについては、基本方針において運用

の考え方を具体的に明示すること。また、同条の対象となる「利用者その他の関係

者」についても、基本方針において具体的に例示すること。 

十 本法第九条に基づく勧告及び命令については、基本方針において、その対象となり

得る行為を例示するとともに、運用基準を具体的に明示すること。また、勧告及び命

令の実施状況を毎年度、国会を含め、国民に公表すること。 

十一 土地等利用状況審議会の委員及び専門委員の任命に当たっては、重要施設及び国

境離島等が全国各地に所在していることに鑑み、多様な主体の参画を図ること。 

十二 本法第二十一条第一項に基づく情報の提供については、その要件を基本方針にお

いて具体的に明示すること。その際、本法の目的の範囲を逸脱しないよう留意するこ

と。 

十三 本法第二十六条に基づく罰則の適用については、限定的なものとすること。また、

本法第二十七条に基づく罰則の適用に当たっては、思想信条の自由、表現の自由、プ

ライバシーの権利等を侵害することのないよう、十分配慮すること。 

十四 本法第九条の勧告及び命令に従わない場合には、重要施設等の機能を阻害する行

為を中止させることが困難であることに鑑み、本法の実効性を担保する観点から、収

用を含め、更なる措置の在り方について、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

十五 我が国の安全保障の観点から、有人国境離島の過疎化を食い止めるための振興策

を拡充するとともに、水源地や農地等、資源や国土の保全にとって重要な区域に関す

る調査及び規制の在り方について、本法や関係法令の執行状況、安全保障を巡る内外

の情勢などを見極めた上で、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

十六 注視区域及び特別注視区域の対象に、重要施設の敷地内の民有地を加えることに

ついて、附則第二条の規定に基づき検討すること。 

十七 本法に係る規制対象等の予見可能性や運用の透明性を求める意見が多くあること

から、附則第二条の規定における施行後五年の経過を待たずに施行状況を把握し、必

要に応じ制度の見直しを検討すること。 

  右決議する。 

 


